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特定復興再生拠点区域外の避難指示解除に関する取組について

 昨年８月、拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除の政府方針を決定。2020年代をか
けて、帰還を希望する全ての住民の方々が帰還できるよう、避難指示解除を進めていく。

 本政府方針について、各自治体における説明会を実施中。22年度に帰還意向確認を実施し、24
年度目途に除染開始できるよう取組を進めていく。

＜拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除の方針（令和３年８月31日決定）＞

＜今後の流れについて＞

【帰還意向確認】 すぐに帰還について判断できない住民にも配慮して、複数回実施。なお、営農については、帰還意向確
認と併せて意向確認し、自治体とも協議しながら対応。

【除染開始時期】 拠点区域の避難指示解除後、帰還意向確認等の状況を踏まえて、遅滞なく、除染を開始。
【除染範囲】 帰還する住民の生活環境の放射線量を着実に低減し、住民の安全・安心に万全を期すため、十分に

地元自治体と協議・検討。
【予算・財源】 除染・解体は国の負担。
【その他】 居住・生活に必要なインフラ整備は効率的に実施。立入制限の緩和についても必要な対応を実施。
【残された課題】 帰還意向のない土地・家屋等の扱いについては、引き続き重要な課題。地元自治体と協議を重ねつつ、

検討を進める。
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地元自治体とよく御相談し、「意向確認」→「除染」→「避難指示解除」のサイクルを、2020年代をかけて、複数回（第１期
⇒第２期⇒・・・・）行う。
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福島浜通り地域等の産業復興に向けた取組

※令和３年12月末時点

避難指示解除の動きを本格的な福島復興に繋げるべく、①被災事業者の事業・なりわいの
再建、②新産業の創出の両輪に加え、それらを後押しする③交流人口の拡大に取り組む。

＋
○交流人口の拡大
・15市町村の交流人口の拡大を通じて、地元事業者の売上増に繋がる消費喚起と、将来の移住に繋がる裾野
の拡大を目指す。
 15市町村への来訪者向けの最大30%ポイント還元キャンペーン（対象店舗においてQRコード決済（d払い）で購入・消費

した場合（令和３年11月１日～令和４年１月31日））
 行政の「交流人口アクションプラン検討会」と民主導の「プロジェクト創出の場」の立ち上げ・運営
 誘客コンテンツの開発への支援（クワガタフリークの呼び込みプロジェクト等、４件採択（令和３年度））

○事業・なりわいの再建
・官民合同チームが、これまで約5,600事業者と、約
2,400農業者を個別訪問。

・被災事業者の多様なニーズを踏まえた個別支援を通
じて、事業再開や経営改善、販路開拓を後押し。
 コンサルティング支援（約1,500者）
 販路開拓支援（約230者）
 人材確保支援（約960者、約2,600人採用）

約2,700の事業者が事業再開を実現。
※令和３年12月末時点

○新産業の創出（福島イノベーション・コースト構
想の推進）

・15市町村※1を対象に、重点分野※2の新産業の創出を目
指す構想。

※1 15市町村：被災12市町村＋いわき市、相馬市、新地町
※2 廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー・環境・リサイクル、農林水産業、医療関連、航空宇宙

・拠点整備（福島ロボットテストフィールド、福島水素エネル
ギー研究フィールド等）を始め、福島イノベ機構が中心となっ
て、企業誘致や実用化開発支援、人材育成等を実施。

62社のロボット関連企業が進出。
企業立地補助金を活用し、382件の企業立地と
4,362人の雇用創出を実現。 ※令和３年9月末時点
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